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保育所等の最低基準（職員配置・面積基準）と、職員処遇
の抜本的な改善を求める意見書案（日本共産党提案）

意見書の件名

緊急事態に対応できる法令等の整備を促進する取組を
求める意見書案（自民提案）

地方財政の充実・強化を求める意見書案（民主県政クラブ提案）

食料安全保障の強化を求める意見書案（緑友会提案）

学校施設のZEB化を求める意見書案（公明提案）

私学助成の拡充を求める意見書案（文教委員会提案）
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　　ハワイ5日間17人・オーストラリア 
　　８日間13人（予定）8月の海外への
　　議員派遣反対　共産党以外賛成

意見書の採決結果

物価高騰対策・旦過市場火災への

支援を申し入れ

　日本共産党福岡県議団は、子どもの健やかな成長を支えるために、
保育所等の最低基準と職員処遇の抜本的な改善を求める意見書案を提出しました。

福岡県議会ニュース6月議会報告

　　   学校給食費の保護者負担を軽減
　（県立）中学校・定時制高校・特別支援学校
　（私立）小中学校・幼稚園・保育所等
　　　       （認可保育所等は市町村補助額の 1/2）

　　農家の肥料
　　購入経費を助成

　　差別解消に逆行する「隣保館利用者に対する
　　『部落差別体験』実態調査」は中止を

しました!
実現

小倉南区

高瀬 菜穂子

福岡市東区

立川 由美

　友好親善は大切ですが、新型コロ

ナウイルス感染症の動向が見通せず、

豪雨災害なども予想される中、知事

に同行する多くの議員の海外派遣は

行うべきではないと、反対しました。

日本共産党福岡県議会議員団
福岡市博多区東公園7-7 議会棟 3階6月議会一般質問

　福岡県が、県内74全隣保館利用者を対象に「部落差別体験」調査

を行おうとしていることについて、差別の「掘り起こし」につながり、

参議院附帯決議に反するだけでなく、「特定の地域や特定の一定の

人たちを取り出した調査は行わない」とした法務省の見解にも反

するとして中止するよう求めました。

　知事は、隣保館は公の施設であり、匿名のアンケートであるか

ら附帯決議に反しないと強弁しました。

　　痴漢・盗撮の根絶に向け、
　　県と県警、教育委員会が連携を

　　党県議団が行ったアンケート調査には、100名を超える回

答が寄せられ、特に10代の電車内での痴漢が突出していたこ

とから、県と県警、学校が連携して、痴漢・盗撮対策を強化

するよう求めました。特に、学校での相談体制の強化と県警

や交通事業者を含めての情報共有を求めました。

　JR九州は、3月、新たに終日無人となる29駅など大幅な人員削減を行い、1人の介助員が46kmもの

区間を担当している地域で、電動車椅子利用者が1時間も待たされる実態があると告発。ＪＲ九州に対し、

障がい者に寄り添った対応を求めるよう知事を質し、知事は「ＪＲ九州に対し、合理的配慮を求めていく」

と前向きの答弁を行いました。

高瀬 菜穂子
議員

立川 由美
議員

アンケートの詳細は中面をご覧ください

　　議会関係ハラスメントを根絶するための条例案に反対

　議員等に対するハラスメントへの対応は必要ですが、本条例案では、ハラスメントの内容を定めた条項に、セク

ハラやマタハラだけでなく「表現の自由に配慮しようとしてもなお、一般に許される程度の限度を越え相手の政

治活動等の環境を害するもの」とあり、しかも申立人は議員と議員になろうとする者に限られることから、政治に

対する『批判的言論の委縮』につながる可能性を否定できないと指摘し、該当部分の削除を求めました。

　相談・調査機関が独立した第 3 者機関ではないこと、議長の権限が他の議会に及ぶ可能性もあることから、拙

速な条例制定ではなく、県民・職員に対するハラスメントも含む包括的な根絶条例とすべきと主張し、条例案に

反対しました。

JR駅無人化 
障がい者に寄り添った対応を！
「合理的配慮を求める」知事答弁

4月26日　県知事あてに申し入れ



　県への部落差別相談件数は、昨年度わずかに 4 件。社会

問題としての部落差別が基本的に解消している中、148人も

の調査協力員を配置して行う調査は、「差別の掘り起こし」

につながるため、「中止」の請願を採択するよう求めました。

　県が行おうとしている調査は補助員を置き、「被差別」体験を 10

年前までさかのぼるというものです。行政の施策の成果や残った課

題を具体的に問う項目も予定にありません。差別事象を掘り起こす

「挑発」につながりかねません。

　県は、「看護職員処遇改善事業は、コロナ医療に対して従事したすべての看

護職員が対象になっておらず、制度の見直しの検討を全国知事会を通じて要

望している」と説明。高瀬県議は、看護ステーションにおける看護師不足の

実態などを示し、看護職員全体の処遇改善を県として国に求めるよう要望。

請願の採択を求めました。

厚生労働環境委員会　

　「福岡県が8月から10月に実施を計画している、「隣保館利用者人権侵害・部落差別体
験アンケート調査」は、「部落差別の解消の推進に関する法」制定時の参院法務委員会審
議の合意内容に反すると同時に、調査方法が公正・公平性を欠いており福岡県が実施す
る公的機関としての信憑性が確保できず「真に部落差別の解消に資する」ものにならな
いため、調査の中止を求める請願」（福岡県地域人権運動連合会提出）

請願の紹介議員として高瀬菜穂子議員が質問を行いました。
請願はいずれも継続審査となりました。

「看護職員の処遇改善を国に要望している」県答弁

県への部落差別相談件数 昨年度4件のみ

ナースアクション実行委員会の請願趣旨を受け止めてい

ただき、アンケート等の取り組みを通じて明らかになっ

た実態をしっかりと訴えていただきました。傍聴席で胸

が熱くなりました。アンケートに協力していただいた方

へ結果を伝え、国へ処遇改善を求めていきます。

福岡・佐賀民医連　江藤 昌一郎さん

人権連　植山 光朗さん

請願を提出する
福岡人権連と福岡県議団

請願にあたって
ナースアクション実行委員会との懇談

「看護職員等処遇改善事業」に関する賃金改善の実施状況（回答169件）

ナースアクション実行委員会アンケートより

看護職員等処遇改善事業による賃金
改善を実施した(する予定)。
看護職員等処遇改善事業による賃金改善は実施
しなかった(しない予定)。
看護職員等処遇改善事業の対象医療機関に該当
しないが、賃金改善を実施した（する予定）。

看護職員等処遇改善事業の対象医療機関に該当
せず、賃金改善を実施しなかった（しない予定）。

「看護職員等における処遇改善」
に関する請願(ナースアクション実行委員会提出）

請願の採択求める

23.1 %23.1 %

11.8%11.8%56.2%56.2%

8.9%8.9%
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